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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

19 意識の向上、知識・ノウハウの普及を図っている例                                    事例番号 137 
民間による耐震住宅 100％プロジェクト 
 

■取組主体 耐震住宅 100%実行委員会 ■取組の実施地域 関東、東京 

■業種 複合サービス事業 ■取組関連 URL http://www.taishin100.com/ 

 

  取組の概要                                                 

耐震住宅 100%実現へ向けて 

 全国の工務店 200 社を中心とした「耐震住宅 100%

プロジェクト」の実行委員会は、平成 32 年までに

国が耐震住宅を 95%にするという目標を掲げたこ

とを受け、民間企業が「耐震住宅 100%」という高

い目標をもつことで、建設業界全体に対し、耐震

性の高い木造住宅の建設と、旧耐震で建設された

建物の改築・改修を促すことを活動の目的として

いる。 

 同実行委員会では、「耐震住宅 100%キャンペーン」

をスタートし、200 社以上の全国の工務店とともに「耐震 100%」の啓蒙を行うとともに、「あなた

の残したい建物コンテスト」を開催し、旧耐震住宅の耐震改修工事を推進している。 

 

  取組の特徴                                                 

耐震住宅 100%キャンペーンを実施 

 同実行委員会では、平成 26 年 7 月に

「耐震住宅 100%プロジェクト」を立

ち上げ、平成 27 年 1 月には、「耐震住

宅 100%を目指そう!」キャンペーンの

一環として、「あなたの残したい建物」

コンテストを開催した。 

 「あなたの残したい建物」コンテスト

では、老朽化が進み取り壊しが予定さ

れている、あるいは耐震強度が不足し

ている古い建物などの中から、思

い出に残る場所や後世に残すに相

応しいと思う建物を募集し、総エントリー数 420 件、7,827 名による評価の結果、「清水次郎長の生

家」がグランプリに決定した。 

【木造住宅の耐震構造】 

【清水次郎長の生家】 
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 大賞に選ばれた建物には、耐震改修や建て替えのために参加工務店自らが立ち上げたファンドか

ら、「構造計算費用」の一部を捻出するとともに、参加工務店以外の人々からのクラウドファンデ

ィングによる資金も合わせて、保存活動を進めている。 

 参加工務店に対しては、「耐震住宅 100％」参加企業として認定し、ポスター、等身大 POP などでの

PR ツールの配布を行っている。また、住宅・不動産関係、さらに金融関係の企業に対しても積極的

に新たなビジネススキームの共同開発を持ちかけ、多方面から耐震化の促進が図られるよう活動し

ている。 

 

  今後の課題                                                 

 耐震住宅 100％を実現するためには、任意である木造住宅の耐震化に対して、新築・建替え時に耐

震化を行っていくことと同時に、耐震改修も行っていくことの両方の施策が重要である。このため、

「耐震住宅の重要性」への理解の醸成に向け、同実行委員会では、次の 3つの取組を行うこととし

ている。①建替えについては、全棟構造計算した建物である耐震住宅を全国の工務店とともに供給

していく。②株式会社エヌ･シー･エヌを中心に全国の参加企業で、構造計算した物件から耐震改修

費用の積み立てを実施し、耐震改修費用として充当する。③「耐震住宅 100%実行委員会」を立ち上

げ全国に 5 万社あるといわれている建設会社の最低でも 1%の 500 社に賛同いただくことをめざし、

「耐震住宅 100%」の運動を推進していく。 

 また、同実行委員会では、家を建てる人だけでなく、一般消費者に対して「旧耐震住宅の危険性」

への関心を高めていただくための様々なイベントや告知を意識の高い全国の建設会社と共に行っ

ていく予定である。 

 

 


